
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数
全経簿記検定２級商業簿記 ③ 10人 8人
日商簿記検定３級 ③ 10人 7人
秘書検定２級 ③ 10人 5人
サービス接遇検定２級 ③ 10人 6人
マイクロソフトオフィススペシャリスト
（MOS）Word2016 ③ 10人 6人

人
人
人
％

％

（令和3年度卒業者に関する 令和4年5月1日 時点の情報）      

0 名 0 ％

9

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

中部自動車販売、Dawn、福や、ベルク　他
（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■その他
60

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③
のいずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得す
るもの
③その他（民間検定等）

■中退防止・中退者支援のための取組
担任が学生の状況を確認し、欠席が多い学生の面談や学生からの相談を受けており、担任に話しづらい場合は学生相談室の利用、保護者
への郵送による出席状況報告をして学生支援を実施している。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：  有
＜学校独自の奨学金＞
　・特別奨学生試験制度
＜学校独自の特待生制度＞
　・資格や経歴による特待生制度   ・スポーツ特待生制度
＜授業料等減免制度＞
　・大規模災害（東日本大震災等）による学費減免制度
＜その他の学費支援制度＞
　・学費延納制度

■専門実践教育訓練給付：  非給付対象

令和3年4月1日時点において、在学者13名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者13名（令和4年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

就職等の
状況※２

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数　　　　 　　： 10

新入生就職セミナーで早期の意識付けをし、学内就職セミ
ナー・進路決定のための就職公務員ガイダンス・業界研究・
業種研究により情報収集を行ったうえで自己分析や面接指導
を行い、学生、担任、就職部担当者と三位一体で就職活動を
行っている。

■就職者数　 　　 　　： 6
66■就職率　　   　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合

：

■就職希望者数　　　：

長期休み

■学年始：4月 1日
■夏　 期：7月16日～ 8月31日
■冬　 期：12月16日～ 1月6日
■春　 期：3月16日～4月1日
■学年末：3月31日

卒業・進級
条件

成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が規
定の授業時間数に達すること。なお、教育課程に定められた
必修科目についてはすべて取得することを要します。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 球技大会、総合体育祭、硬式野球選手権大会、合格祝賀

会、スノーボード＆スキーツアー、学内就職セミナー、地域ボ
ランティア、就職出陣式等

欠席が多い学生に対しては、電話での対応および保護者等と
の面談。保護者等との綿密な連絡体制を図る。

■サークル活動： 有

学期制度
■前　期： 4月 1日～ 9月30日
■後　期：10月 1日～ 3月31日 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
成績評価は秀・優・良・可・不可の5段階に分け不可を不合
格とする。成績評価は、期末試験、授業期間中に実施する
テスト、出席などを総合的に判断する。

28人 3人 0人 3人 0人 3人

― ―
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1720時間 1800時間 2040時間 ―

認定年月日 令和3年3月25日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 ビジネス専門課程 ビジネス総合学科
平成31年文部科学省告示

第4号
－

学科の目的
教育基本法および学校教育法に基づき人格の陶冶とビジネスおよび一般教養に関する正しい知識を身につけ、日本経済の発展に貢献できる人材の育
成を目的とする。

03-3624-5403
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人　立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功
〒130-8565
東京都墨田区錦糸1-2-1

（電話）

専門学校日本鉄道＆ス
ポーツビジネスカレッジ

平成2年2月1日 堀　忠夫
〒166-8567
東京都杉並区高円寺南5-32-10

（電話） 03-5378-5081

（別紙様式４）

令和4年6月22日※１
（前回公表年月日：令和3年6月7日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

URL:https://www.all-japan.ac.jp/course/business_synthesis



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

  社会人としての行動や考え方は学生とは異なることが多く、普段の学生生活や資格取得の勉強では学ぶことのできないビジネスルール、社会人としての行動基本を机
上の勉強とは異なった視点で考える必要がある。また、近年個人情報の取り扱いやSNSの利用についても社会で問題になっているので、これらのことを考慮しつつ、多く
の企業で求められるビジネススキルやビジネスマナー、社会人と学生の行動パターンの違いを実習、演習をとおして学ぶことができ、普段の学生生活では考える機会が
ない組織のリスクマネジメントの考え方について学ぶことができるため連携先に選定した。
  学外の企業や組織と連携した活動を行うことで、実務者の指導の下、ビジネスパーソンとしての意識を持たせる。また、業界の動向、最新の技術、知識を修得させるた
めに、職業教育を通じ、自立した職業人を育成し社会や職業へ円滑に移行させることを目的とする。具体的には以下の通りである。
・社会人としての行動や考え方は学生のそれとは異なることが多いため実際の企業人の演習を受けることにより実務を学ぶ。
・近年個人情報の取り扱いやSNSの利用についても社会で問題になっているため実務での具体的な内容を学ぶ。
・リスクマネジメントについて学ぶ。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

オフィス・メイプルとの連携授業では「個人情報やセキュリティに関する人的意識」の演習、実習を受講。社会人としての心構え、情報資産の重要性を学ぶ。企業の不正
行為の防止、および個人情報の流出問題や昨今問題となっているSNSを利用した情報発信などの注意事項、社会人として必要とされる情報セキュリティに関する技術
の習得と個人情報保護に関する人的意識の重要性について理解を深める。
具合的には企業担当者と担当教員で事前に打ち合わせを実施する。打ち合わせの内容としては講習の要点、それに伴う各種事例、その事例に対しての失敗しやすい
対処方法とリスクを回避できる対処方法の確認。講習後には学生自身が作成したリスク対処方法についてレポートを作成し、指導担当者の評価を受けるとともに担当教
員が単位認定を行う。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

伊藤　三央 専門学校日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ　
教務部課長 令和3年4月1日～令和4年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（９月、１月）

１．『コンプライアンスやパワハラに関しては、知っていることでその後の対応が変わるので、検定を終わっても、事例研究できる時間を取って、継続的に学べるようにしたらどうか。社会
に出ると受け手側に立つことが多くなるので、受け手と行為者両方の目線や立場を知ることができる事例研究は重要だと思う。』『新しい言葉や情報（ビジネス用語）が溢れてるので時
代の流れに合わせた情報などを、卒業前に学ぶ時間を取ると良い。』という意見を受けて。
　⇒ビジネス総合コースでは検定試験取得のために多くの時間を費やしているため、社会に出てから必要となる知識や情報をじっくり学べる時間を設定したい。秘書検定など様々な検
定で出題されているビジネス用語であっても、新聞やニュースで自ら触れる機会が少ないなどの理由で苦手としている学生もいる。そのため、これらのビジネス用語やビジネス実務法
務で得た法律の知識を活かして、２年次後期に事例研究を行い、自ら調べたことを発表する時間を設けられたら良いと思う。

２．『原価計算はどの部署でも必要であるため、工業簿記を知らないまま就職するのは不安が残る。また、全経簿記を持っている子が、日商簿記が取れるとは限らないため、工業簿記
をカリキュラムに取り入れることで日商２級の範囲を学ぶ機会を与えることにもなる。もし経理部門に配属された場合、入社後には勉強する可能性が高いので、工業簿記を学ぶことで
日商２級に挑戦したいと思った学生にとっては受験機会ができるのではないか。』という意見を受けて。
　⇒コースの特性上、検定試験に合わせたカリキュラムになりがちだが、工業簿記に関しては原価計算についての知識をもっと時間をかけて身につけるべき。検定試験に合格すること
はもちろん目標であるが、社会に出てからさらに役に立つようにある程度のレベルの知識は身につけたい。そうすることで、全経簿記のさらに上位の級や日商簿記の２級も目指すこと
ができるようになる。

（開催日時（実績））
第17回　令和3年9月29日　10：00～11：30（うち全体会5分、日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ　ビジネス総合学科　分科会85分）
第18回　令和4年2月2日　10：00～11：30（うち学園全体会5分、日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ　ビジネス総合学科　分科会85分）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　ビジネス総合学科の学生が就職をしていく、ビジネス系の幅広い企業・業界団体等との連携により、職務等の遂行に必要となる最新の知識・技術・技能の修得のた
め、また業界の求めるニーズを得るため、教育課程編成委員会において企業・業界団体等の委員からの意見を伺い、カリキュラムおよび授業運営に関する改善等の教
育課程の編成を定期的に行い、その後のカリキュラム作成員会やカリキュラム会議において、意見を活用した授業運営を行える環境を整える。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

１．教育課程編成委員会を「IT」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野について各校ごとに設置する。教育課程編成委員会は、業界関係者、有識者および学
園職員で構成する。
２．カリキュラム作成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。カリキュラム作成委員会は関連する学校、関連する学科ごとの責
任者全員で構成する。
３．カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４．カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会全体会および各学校・各学科ごとの分科会において検討を行う。
５．教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６．カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７．カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の意見を十分に生かし、カリキュラム改善等の教育課程の作成を定期的に行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

松山　麗夏　氏 B-first株式会社　FC経営管理本部 令和3年4月1日～令和4年3月31日（1年）

堀　忠夫 専門学校日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ　校長 令和3年4月1日～令和4年3月31日（1年）

令和4年2月2日現在

名　前 所　　　属 任期

山極　記子　氏 市川商工会議所　理事・事務局長 令和3年4月1日～令和4年3月31日（1年）



（２）学校運営 ・目的等に沿った運営方針が策定されているか
・運営組織や意思決定機能は規則等において明確化されているか、有効に機能しているか

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：今の時代の新人・若手育成のポイント （連携企業等：リクルートマネジメントスクール）
期間：令和4年8月受講予定　　　　　　対象：ビジネス総合学科教員
内容：時代の変化と共に効果的な育成のあり方も変わっているため、最近の新人・若手の特徴を考察し、今の時代だからこそ求められる育成の考え方と方法を学ぶ。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校
の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため、学校関係者評価委員会を設置する。学校関係者評価委員
会は原則として年１回開催し、その後会議で出た意見について検討委員会において確認し翌年度に改善を図る。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

・人事、給与に関する制度は整備されているか
・教務、財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか
・業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか
・教育活動に関する情報公開が適切になされているか
・情報システム化等による業務の効率化が図られているか

研修名「人権研修　」（連携企業等：公益社団法人　東京都人権啓発センター　人権啓発研修講師　）
期間：令和5年2月実施予定　　　　　　対象：鉄道・トラベル学科に所属する教員
内容：人権問題の正しい理解と認識

研修名：ＭＯＳ試験会場向けCompassトラブル対応勉強会　（連携企業等：日本マイクロソフト株式会社）
期間：令和3年7月8日　　　　対象：ビジネス総合学科に所属する教員
内容：教員研修規定に基づき授業及び学生に対する指導力等の習得向上のためコンピュータ操作、今後の社会生活における新たなスキルに関する研修プログラムを
受講する。

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「人権研修　」（連携企業等：公益財団法人　東京都人権啓発センター　小原 俊治先生）
期間：令和４年２月２５日（金）　　　　　対象：スポーツ学科に所属する教員
内容：「ハラスメントの基礎を学ぶ　～正しい理解が防止の第一歩～」

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
研修名：販売士講習会講師養成講座　（連携企業等：東京販売士協会）
期間：令和4年10月受講予定　　　　　　対象：ビジネス総合学科教員
内容：テキストの改定もあるため、常に最新の情報を入手し、学生の受験対策に反映させるために受講する。また実務の現場での話も授業にどのように導入するかも検
討する。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 ・理念、目的、育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明確になっているか）

・学校における職業教育の特色は何か（特色は設けているか？）
・理念、目的、育成人材、特色、将来構想などが学生、保護者等に周知されているか
・各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニーズに向けて方向づけられているか

研修名：ビジネスに活かす読心術　（連携企業等：東京販売士協会　鈴置貞治様）
期間：令和3年6月29日　　　　対象：ビジネス総合学科に所属する教員
内容：信頼を獲得し、ニーズを引き出すポイントをおさえて人間関係がスムーズに動き出す読心術を学ぶ。

研修名：秘書ビジネス実務教育担当初任者地方研究会　（連携企業等：公益財団法人実務技能検定協会）
期間：令和3年10月16日　　　　対象：ビジネス総合学科に所属する教員
内容：秘書検定やビジネス実務マナー検定などを実施している実務技能検定協会の研修に参加し、ビジネス実務教育と学生育成に関するスキルを向上させるだけでな
く、各種検定の動向を把握する。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

専門学校は多くの資格取得や実践的な知識、技術を学び即戦力として多くの職場で活躍できる人材を育成することが目的である。しかし、企業側から求められるビジネ
スマナーや必要な知識も業界、業種、職種により異なるため、ビジネス総合学科の教員においても専門分野に関する知識や指導力向上のための最新の知識を身に付
けなければならない。そのため、学校法人立志舎教員研修規程第6条の教員の責務に、「教員は、学園が定めた教員研修計画に従い、研修目的を達成するため研修を
受講しなければならない。」とあるように、教員は各企業、団体等の講習会等に毎年定期的に参加する。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

コーポレートガバナンスⅠ

社会人として必要とされる情報セキュリティに関する技術の
習得と個人情報保護に関する人的意識の重要性について理
解を深めることを目標とする。組織形態の基礎からリスクマ
ネジメントやセキュリティ、個人情報について学ぶ。

オフィス・メイプル

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等



種別

高校関係者

業界関係者

業界関係者

業界関係者

業界関係者

卒業生

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画につき、学校関係者評価委員の方から意見や指摘を受けた点について次のように活用する。

① コロナ禍において、迅速に遠隔授業などの様々な取り組みに感心しました。インターネット環境が自宅にない学生にはWi-Fiの無償貸与や、経済的にきびしいご家庭
には柔軟に授業料の支払い延期などをいち早く決定し、実行している点は学生を持つ親の立場で考えると大変助かります。引き続き継続していただきたい。⇒更に工夫
をして継続していく。
② office365を活用しているのに驚きました。当社でも在宅勤務や社内での会議で使用しています。また同僚の方からオンライン授業の話を聞くと「授業が進まない」「先
生がずっと話しているだけ」という声が多く、フィードバックできないので双方向授業を展開している御校の対応は良いと思う、今後も継続してほしい。⇒更に工夫をして
継続していく。
③ 当社でも中堅クラスや若手社員への研修として、人権研修・ハラスメント研修を毎年行っているので、こういったハラスメントを防止するという教員研修は大変良い、ぜ
ひ継続してほしい。⇒更に工夫をして継続していく。
④ 学校行事、各種研修、実習等が新型コロナウイルス感染症拡大の影響で中止になった。新型コロナウイルス感染症拡大は世界的に見ても初めてのことであり、すべ
ての企業や人々が手探りの中、この状況と戦っている。学校においては様々な感染症防止対策を講じているが、企業もまたできる対策を必死に行っている。今年はコロ
ナ禍で実施できる研修、実習を提供していくので、学校も企業とともにぜひチャレンジしていただきたい。
⇒今年度は新型コロナウイルス感染症対策をしっかり行いながら、安易に中止ではなく実施に向けての計画をしっかり立てていく。
⑤ 緊急事態宣言が２度、３度と発出される中、学生１人１人が今すべきことは何なのかを考え、理解し、行動することが求められている。「自分は大丈夫」という理論は
成り立たない。学生間で話し合い、考えを共有することも大事である。コロナ禍をプラスに考え、こういう時期だからこそできる教育もあります。ぜひ実践してほしい。
⇒日ごろの授業において学生に考えさせ、自分の意見を伝える場面を作る。
⑥ 現在ＬＩＮＥやツイッター、特にインスタグラムなどは若い方々が多くやっている。学校の様子を伝えるにはホームページだけでなく、そういった媒体を利用することも必
要ではないか
⇒ツイッターとインスタグラムを開設し、ホームページにはツイッターを埋め込んで表示するように変更した。
⑦ 改めて教育にはお金がかかると感じました。しかし学校が魅力的で子供が行きたいと思う学校なら無理に安くする必要はない。学びやしっかりした就職など信頼され
る学校づくりを継続してほしい。⇒更に信頼される学校づくりを継続していく。
⑧ 在学中に個人情報の使用に関しての事前の説明をいただきました。承認までの過程がしっかりしていましたし、同意書などの書類の管理、その後のフォローなど安心
できる対応でした。卒業してからも使用許可の確認があり、わかりやすく細かく説明してくれました。そのまま継続してもらいたい。
⇒更に工夫をして継続していく。
⑨ 各学科の学修成果についてはすばらしいものばかりなので、引き続きがんばってほしい。
⇒今以上に成果を出せるように工夫をしていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

田口　　浩 氏 株式会社日本旅行　東京教育旅行営業部　部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

　　　令和4年5月17日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:https://www.all-japan.ac.jp/disclosure#ns

名　前 所　　　属 任期

青山　文彦　氏 立志舎高等学校　教頭 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鶴飼　恭子氏 株式会社ニチイ学館　お茶の水支店　支店長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

平澤　精一　氏 有限会社井荻スポーツ社　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

藤代　真弘　氏 東海旅客鉄道株式会社　新幹線鉄道事業本部　東京第二運輸所　指導車掌 令和4年4月1日～令和5年3月31日

丸茂　茜　氏 ヒロセ電機株式会社　製作本部長室 令和4年4月1日～令和5年3月31日

公表時期：令和2年6月23日

・人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか
・職員の能力開発のための研修等が行われているか

（４）学修成果 ・就職率の向上が図られているか
・資格取得率の向上が図られているか
・退学率の低減が図られているか

（５）学生支援 ・進路・就職に関する支援体制は整備されているか
・学生相談に関する体制は整備されているか
・学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか
・学生の健康管理を担う組織体制はあるか
・課外活動に対する支援体制は整備されているか
・学生の生活環境への支援は行われているか
・保護者と適切に連携しているか
・高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が行われているか

（３）教育活動 ・教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか

・教育理念、育成人材像や業界ニーズを踏まえた教育機関としての修業年限に対応した教育到達レベルや学習
時間の確保は明確にされているか

・学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
・キャリア教育、実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発などが実施されているか
・関連分野における実践的な職業教育を実施する環境を確保しているか
・授業評価の実施・評価体制はあるか
・成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
・資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか

（６）教育環境 ・施設・設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか
・学校外の実習施設の確保とインターンシップ先との連携はできているか
・防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集 ・学生募集活動は適正に行われているか
・学生募集活動において教育成果は正確に伝えられているか
・学納金は妥当なものとなっているか

（８）財務 ・中長期的に学校の財政基盤は安定しているといえるか
・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
・財務について会計監査が適正に行われているか
・財務情報公開の体制整備はできているか

（９）法令等の遵守 ・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
・個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
・自己評価結果を公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献 ・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか
・学生のボランティア活動を奨励、支援しているか
・地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等）の受託等を積極的に実施しているか

（１１）国際交流 評価していません



目標資格、検定（ホームページ、入学案内書）

（１）学校の概要、目標及び計画 学校の特色（ホームページ、入学案内書）
校長名、所在地、連絡先（ホームページ）
学校の沿革（ホームページ、入学案内書）

（２）各学科等の教育 設置学科、収容定員（ホームページ）
カリキュラム、授業方法（ホームページ、入学案内書）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

企業・業界団体等の関係者が本学全般についての理解を深めるとともに、企業・業界団体等の関係者との連携および協力の推進に資するため、本学の教育活動その
他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。」関係

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

URL:https://www.nihonschool.ac.jp
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

資格・検定合格実績（ホームページ、合格速報）
主な就職先（ホームページ、就職速報）

（３）教職員 教員数（ホームページ）
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職支援等への取り組み支援（ホームページ、入学案内書）
（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事への取り組み状況（ホームページ、入学案内書）

課外活動（ホームページ、入学案内書）

学校関係者評価報告書（ホームページ）
（１０）国際連携の状況 なし
（１１）その他 なし

（６）学生の生活支援 学生相談室、就職相談室（ホームページ）
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金の取り扱い（ホームページ、募集要項）

活用できる経済的支援措置の内容等（ホームページ、募集要項）

（８）学校の財務
事業の概要、財産目録、資金収支計算書、事業活動収支計算書、
貸借対照表（ホームページ）

（９）学校評価 自己点検評価報告書（ホームページ）
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〇 一般教養講座

就職試験で実施されるＳＰＩを見据え、各
種基礎能力を高めることを目標とする。
非言語分野である一般的な計算（文章
題）・図形・空間把握・判断推理を学び、
数的処理能力向上を図る。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
ビジネスマ
ナー実務Ⅰ

社会人として職場で活躍できる即戦力なれ
るために必要なビジネスマナーの知識を身
につけることを目標とする。職場での言動
や行動、電話や来客応対について学び、ビ
ジネスシーンで必要となる知識やマナーの
向上を図る

2
前

80 4 〇 ○ ○

〇
就職ゼミナー

ル

卒業後の進路選択を考える前段階として、
日々の学生生活を有意義なものとする意識
の高揚を目標とする。特に、社会人として
必要とされる基本的なものの見方や考え
方・行動の仕方について理解を深め、礼
儀・マナーの修得、面接演習を重視する。

2
前

80 4 〇 ○ ○

〇 一般教養Ⅰ

就職試験で実施されるＳＰＩを見据え、各
種基礎能力を高めることを目標とする。
本講座に置いては非言語分野である一般的
な計算（文章題）・図形・空間把握・判断
推理を学び、数的処理能力向上を目指す。

1
前

40 2 〇 ○ ○

〇 一般教養Ⅱ

就職試験で実施されるSPI試験を見据え、各
種基礎能力を高めることを目標とする。
非言語分野である、流水算、フローチャー
ト等の一般的な文章問題を通して数的処理
能力向上を目指す。
又、併せて言語分野（語句の意味、二語の
関係、同意語　反意語　長文読解）及び時
事問題の理解を深める。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇 一般教養演習

就職試験で実施されるSPI試験を見据え、各
種基礎能力を高めることを目標とする。
一般教養Ⅰおよび一般教養Ⅱで学んだ項目
の理解を深めるともに、問題を解くスピー
ドを上げるために総合問題の演習を中心に
行う。
また、時事問題についても理解を深め、社
会情勢に目を向けさせる。

1
後

40 2 〇 ○ ○

授業科目等の概要

（文化教養専門課程ビジネス総合学科）令和４年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



〇 論作文Ⅰ

論作文とは何かを学び、論作文試験が出題
された時の評価の基準を知ることを目標と
する。課題に対する理解力および文章の構
成力・表現力などをチェックする試験で、
五肢択一でははかれない「人柄」「生活環
境」「基礎学力（国語力）」などを見よう
とするものであることを理解する。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 論作文Ⅱ

論作文の書き方や書く上でのルールを学
び、読む側の立場に立った作文を書くこと
を目標とする。
様々なテーマの課題によって文章の構成
力・表現力などを養いながら、作成上の基
本的なルールを学び、論作文作成に必要な
能力の向上を図る。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇 論作文研究Ⅰ

論作文試験の試験対策だけ終わらず、仕事
をする際に活かせる知識を身につけること
を目標とする。論作文試験では、仕事を行
う際に必要となる能力・資質を見るため、
スピードと正確さ、さらに加えて応用力
（総合的な国語力）が要求されることを理
解する。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 文章研究

日常的な話題についての文章の具体的な内
容や表現方法を理解することを目標とす
る。日常的な場面で目にするやや難易度の
高い文章は言い換え表現で要旨を理解でき
る能力を身に付ける。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
就職セミナー

Ⅰ

卒業後の進路選択を考える前段階として、
日々の学生生活を有意義なものとする意識
の高揚を目標とする。社会人として必要と
される基本的なものの見方や考え方・行動
の仕方について理解を深め、礼儀・マナー
の修得、面接演習等を重視する。

1
前

20 1 〇 ○ ○

〇 企業研究Ⅰ

就職活動に伴う企業研究として、実際の仕
事概要等を深く理解することにより、今後
の就職活動に向けて自ら考え、行動する力
を養成することを目標とする。実際に活躍
している各業界を代表する企業の人事担当
者より、会社の特徴や仕事内容、採用試
験、企業の求める人物像などについて学
ぶ。

1
後

20 1 〇 ○ ○

〇 企業研究Ⅱ

就職活動に伴う企業研究として、実際の仕
事概要等を深く理解することにより、就職
活動において必要になる実践的な知識の習
得を目標とする。実際に活躍している各業
界を代表する企業の人事担当者より、会社
の特徴や仕事内容、採用試験、企業の求め
る人物像などについて学ぶ。

2
前

20 1 〇 ○ ○

〇 商業簿記Ⅰ

簿記の目的や意味を理解し、企業の仕組み
と合わせて複式簿記の基礎を学習し、実務
的な能力と簿記技能の習得を目標とする。
仕訳・勘定記入・財務諸表の作成を学び、
簿記の一連の流れに必要な知識を身につけ
る。

1
前

80 4 〇 ○ ○



〇
ビジネスマ
ナーⅠ

社会人になるにあたり必要なマナー、特に
企業で働くうえで知っておきたい常識につ
いて学び、働くことに対する意識を高める
ことを目標とする。職場でのコミュニケー
ション、文書作成、データ処理について学
び、ビジネスシーンで必要となる知識やマ
ナーの向上を図る。

1
前

80 4 〇 ○ ○

〇 パソコン演習

職場で必要となる文書作成能力とワープロ
ソフト「Ｗｏｒｄ」でのオペレーションの
習得を目標とする。文字の入力・修正・編
集などの基本操作から効果的なビジネス文
書の作成技法を学ぶ。

1
前

40 2 〇 ○ ○

〇
コーポレート
ガバナンスⅠ

企業と連携して、社会人として必要とされ
る情報セキュリティに関する技術の習得と
個人情報保護に関する人的意識の重要性に
ついて理解を深めることを目標とする。組
織形態の基礎からリスクマネジメントやセ
キュリティ、個人情報について学ぶ。

1
後

20 1 〇 ○ ○ ○ ○

〇 卒業研究

学校での学習の集大成として、就職先の業
界研究などにより、自分の進路についての
深い知識を習得することを目標とする。学
生がテーマを考え論文を作成することで、
それに伴う業界研究・企業研究から分析す
ることで深い知識を身につける。

2
後

160 8 〇 ○ ○

〇
商業簿記演習

Ⅰ

簿記の目的や意味を理解し、複式簿記の基
礎について演習することでより深い理解を
目標とする。会計期間中におけるさまざま
な取引の仕訳や計算方法を学び、企業にお
ける試算表作成までを中心に演習する

1
前

80 4 〇 ○ ○

〇
コンピュータ
システムⅠ

パーソナルコンピュータ・各種情報機器の
役割および応用ソフトウェアの種類と機能
についての基本知識と簡単な事例に対して
操作・活用することを目標とする。ＯＳ・
ネットワークアプリケーションの基礎につ
いて学び、エンドユーザとして必要な知識
を習得する。

1
前

40 2 〇 ○ ○

〇 商業簿記Ⅱ

決算の流れについて学習し、精算表や損益
計算書・貸借対照表等の財務諸表の作成に
必要な知識の習得を目標とする。
財務諸表の作成の基礎、帳簿の体系や伝票
会計の流れについて学習し、財務諸表・主
要簿・補助簿や伝票の作成に必要な知識を
学ぶ。

1
後

80 4 〇 ○ ○

〇
商業簿記演習

Ⅱ

決算の流れについて精算表や損益計算書・
貸借対照表等の財務諸表の作成によって理
解を深めることを目標とする。
決算整理事項におけるさまざまな取引の仕
訳や計算方法を学び、企業の決算手続きと
財務諸表の作成、帳簿の体系や伝票会計の
演習を行う。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
コンピュータ
システムⅡ

応用ソフトウェアの種類と機能についての
基本知識と簡単な事例に対して操作・活用
することを目標とする。パーソナルコン
ピュータ・各種情報機器の役割およびネッ
トワークの基礎について学ぶ。

1
後

80 4 〇 ○ ○



〇
ビジネスマ
ナーⅡ

社会人になるにあたり必要なマナー、特に
企業で働くうえで知っておきたい常識につ
いて学び、働くことに対する意識を高める
ことを目標とする。業務への取り組み、文
書作成について学び実践的なマナーを習得
する。

1
後

80 4 〇 ○ ○

〇
ホテル実務料

飲

ホテル産業の社会的意義や存在理由を正し
く理解するとともに、ホテル業界の魅力や
料飲の業務およびサービスに関する基本的
知識を学ぶ。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇 秘書実務Ⅰ

秘書実務を通じてビジネスシーンで必要と
なる知識やマナーの習得を目標とする。秘
書の資質、マナー・接遇について学習し、
秘書に必要な条件や能力、人柄および話し
方や聞き方、電話の応対等についての理解
を目指す。

1
前

80 4 〇 ○ ○

〇 所得税法Ⅰ

所得税法の仕組みから確定申告までの所得
税法全般の基礎的な理解を目標とする。申
告書の作成と通して各種の所得金額の算定
から税額算定までの仕組みを学ぶ。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
所得税法演習

Ⅰ

各所得の分類と計算方法から総所得金額の
計算と所得税額までの計算につき演習によ
り理解を深めることを目標とする。
各種所得の分類から課税所得、源泉徴収制
度の内容、税法用語についても演習により
理解を深める。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
コンピュータ

演習Ⅰ

職場での文書作成に必要な知識について演
習によってより理解を深めることを目標と
する。ワープロソフトのＷｏｒｄで、文書
の作成の基本的なことから学び、書式設定
やページレイアウトなどの操作を行う。ま
た図や画像の挿入、ハイパーリンクの適用
などの操作も学ぶ

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇 時事研究Ⅰ

就職対策としてだけでなく、社会人として
必要な社会的知識の習得を目標とする。新
聞またはニュースから最新の情報を吸収す
るとともにそれを分析し、学生自身の考え
方と対比させ、社会情勢を把握する。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
情報リテラ
シーⅠ

情報および情報手段を主体的に選択して活
用していくための、個人の基礎的資質を育
成することを目標とする。インターネット
やセキュリティ、知的財産権など情報化社
会への対応方法を学ぶ。

1
後

80 4 〇 ○ ○

〇 英会話Ⅰ

ネイティブの発音を通じ、国際人として必
要不可欠な英会話の基礎を学ぶことを目標
とする。外国人英会話講師との対話によっ
て会話能力だけでなく世界常識についても
考える

1
前

40 2 〇 ○ ○ 〇

〇
情報リテラ
シーⅡ

情報および情報手段を主体的に選択して活
用していくための、個人の基礎的資質を育
成することを目標とする。応用数学や問題
分析、問題解決を図る方法を学ぶ。

1
後

80 4 〇 ○ ○

〇 英会話Ⅱ

ネイティブの発音を通じ、英会話Ⅰをもと
に国際人として必要不可欠な英会話の実践
を学ぶことを目標とする。日常生活の中の
様々な設定で使われる会話について外国人
英会話講師との対話から学ぶ。

1
後

40 2 〇 ○ ○ 〇



〇 漢字能力

学習漢字を理解し、文章の中で漢字が果た
している役割に対する知識を深め、漢字を
文章の中で適切に使えるようにすることを
目標とする。様々な文章からその中で使用
される漢字について学び、意味や使い方に
ついて理解を深める。

1
前

80 4 〇 ○ ○

〇 文章研究Ⅰ

新聞の見出しなどから情報の概要をつか
み、日常的な場面で使われる用語をある程
度理解することを目標とする。様々な文章
からそこで使われる言葉や漢字についてそ
の意味を理解し、日本語についての表現方
法を学ぶ。

1
前

40 2 〇 ○ ○

〇 文章研究Ⅱ

日常的な場面で使われる日本語の理解に加
え、様々な話題について書かれた新聞や雑
誌の記事などを用い、より幅広い場面で使
われる用語を理解することを目標とする。
様々な文章からその構成や内容、表現方法
について理解を深める。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
国内観光知識

Ⅰ

添乗業務やカウンター業務において必要と
される知識である各都道府県の観光ポイン
トについての知識の習得を目標とする。日
本各地を地方ごとの観光地、各鉄道の駅や
その周辺、空港やその空港へのアクセス等
について学んでいく。

1
後

80 4 〇 ○ ○

〇 税務会計Ⅰ

申告書の作成を通して法人税法全般の基礎
的な理解を目標とする。課税の仕組みから
納付税額までの計算と基本的な法人税法用
語および税法用語を学ぶ。

1
後

40 2 〇 ○ ○

〇
マーチャンダ
イジングⅠ

商品の構成、評価、ブランド、サービスに
ついての基礎的な知識および、販売員と商
品知識の関係について学ぶ。また、日本商
工会議所の行うリテールマーケティング
（販売士）検定3級の合格を目標にする。

2
前

40 2 〇 〇 〇

〇
ストアオペ

レーションⅠ

店舗運営（ストアオペレーション）の基本
的役割を理解し、受発注業務および包装、
ワークスケジューリング等の基本的知識を
学ぶ。また、接客業の中心である推奨販売
についても学ぶ。また、日本商工会議所の
行うリテールマーケティング（販売士）検
定3級の合格を目標にする。

2
前

20 1 〇 〇 〇

〇
マーケティン

グⅠ

マーケティング活動における販売情報とそ
の活用について学び、また、販売促進の原
理とその展開についても学ぶ。また、日本
商工会議所の行うリテールマーケティング
（販売士）検定3級の合格を目標にする。

2
前

40 2 〇 〇 〇

〇
販売経営管理

Ⅰ

販売員の基本業務、法令知識、販売事務に
関する事項を理解する。基本業務では販売
員の目的、役割、接客マナー、クレーム処
理、法令知識では小売業に関するもののほ
かに消費者基本法と個人情報保護法、環境
問題と消費生活、販売事務では販売事務の
基本、計数管理の基本、販売に求められる
決算データについて学ぶ。また、日本商工
会議所の行うリテールマーケティング（販
売士）検定3級の合格を目標にする。

2
前

20 1 〇 〇 〇



〇
ビジネス実務

法務

ビジネス実務と法律との関わりについて学
び、法を遵守しながら、それにとどまらず
社会のニーズに答えられるような知識の収
得および業務を行うのに必要な知識・技能
の習得を目指す。

2
前

40 2 〇 〇 〇

〇
ビジネス実務

法務演習

ビジネス実務と法律との関わりについて学
び、法を遵守しながら、それにとどまらず
社会のニーズに答えられるような知識の収
得および業務を行うのに必要な知識・技能
を習得しビジネス実務法務検定試験®3級の
合格を目指す。

2
前

20 1 〇 〇 〇

〇 秘書実務Ⅱ

秘書実務を通して社会人に必要な知識やマ
ナーについて学び、理解を深めることを目
標とする。会議における注意事項や文書作
成、資料管理や環境整備など、秘書として
の技能を身につける。

2
前

80 4 〇 ○ ○

〇
コンピュータ

演習Ⅱ

ビジネスで必要となるデータ処理や文書作
成に必要な知識の習得を目標とする。表計
算ソフトのＥｘｃｅｌでワークシートの作
成の基本から学ぶとともに数式や関数、グ
ラフを用いた応用的なワークシートが作成
できるまでの操作方法を学ぶ。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 消費税法Ⅰ

課税の仕組みから納付税額まで消費税法全
般の基礎的な理解を目標とする。申告書の
作成を通して課税標準の計算、簡易課税や
税額控除などの基本的な消費税法用語およ
び税法用語を学ぶ。

2
前

80 4 〇 ○ ○

〇 経済学

経済のつながりとその理論を理解すること
によって、日本の未来を予測し社会に貢献
することのできる人材となることを目標と
する。経済を学ぶ上で必要な景気や外貨、
株式や国債、投資等について演習してい
く。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇
プレゼンテー
ション技法Ⅰ

プレゼンテーション技法の基礎と
PowerPointの使用方法を学び、効果的なプ
レゼンテーションに必要な知識の習得を目
標とする。PowerPointの操作を通してスラ
イド作成、プレゼンテーションの構成、表
現方法などを学ぶ。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇
コンピュータ

演習Ⅲ

プレゼンテーションソフトのPowerPointを
使用し、プレゼンテーションを効果的にす
るためのスライド作成が行えるようになる
ことを目標とする。テーマを与えてスライ
ドの作成を行い、そのスライドに沿ったプ
レゼンテーションを行いながら学習する。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇 工業簿記Ⅰ

工業簿記の勘定体系、費目別計算、部門別
計算の内容を学習し、工業簿記の基礎的な
特徴および原価の概念についての理解を目
標とする。工業簿記の基礎として勘定体
系、各費目別の処理、製造間接費の部門別
計算を学ぶ。

2
後

80 4 〇 ○ ○

〇
工業簿記演習

Ⅰ

製造業を営む工企業における製造活動の仕
組みを学習し、経営者が経営計画の意思決
定等を行うための基礎資料作成を中心に、
工業簿記技能の習得を目標とする。工企業
の財務諸表作成を通して各種原価計算に必
要となる知識を学ぶ。

2
後

40 2 〇 ○ ○



〇 商業簿記Ⅲ

企業の財政状態や経営成績を利害関係者に
報告するための財務諸表の作成に必要な株
式会社の会計を中心に学習し、その会計処
理の習得を目標とする。繰延資産、固定資
産、投資その他の資産について学習し、財
務諸表の作成を通して必要な知識を学ぶ。

2
後

80 4 〇 ○ ○

〇
商業簿記演習

Ⅲ

株式会社の期中取引において、特別な会計
処理を行う項目について、その処理方法の
習得を目標とする。簿記の目的である財政
状態および経営成績を明らかにするための
貸借対照表や損益計算書など財務諸表作成
を演習する。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇 経営戦略Ⅰ

ＩＴが企業の経営戦略に重要な影響を与え
ることの意義を説明できることを目標とす
る。代表的な経営情報分析手法について学
習し、経営戦略に関する基本的な考え方を
理解する。

2
後

80 4 〇 ○ ○

〇
ＩＴストラテ

ジⅠ

今日のＩＴ社会を支えている情報システム
を中心とした、ビジネスにおける戦略の概
要についての理解を目標とする。経営資源
や業務をより効果的に運用・展開し、外部
環境に適応事業を成功させるための経営戦
略について学ぶ。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇 英語演習Ⅰ

国際人として必要不可欠な英会話の基礎を
身に付けるため、基本的な言語機能や文法
構造について習得することを目標とする。
関係代名詞や不定詞、関係副詞や、基本的
な言語機能や文法構造について演習する。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 英語演習Ⅱ

国際人として必要不可欠な英会話の基礎を
身に付けるため、基本的な英語のリーディ
ング、ライティング、リスニング能力の向
上を目標とする。ニュースや映画など日常
生活にある物を題材としてリーディングや
リスニングに必要な会話力の養う。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇
文章研究演習

Ⅰ

日常生活で必要となる日本語力の向上のた
め新聞や小説などの内容を理解することを
目標とする。様々な分野の様々な話題の文
章を理解する。また、新聞の論説や評論な
ど理論構成がやや複雑な文章や抽象的な内
容の文章を読むことで文章の構成や内容を
理解する

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 税務会計Ⅱ

法人税額の計算と税額控除額について演習
を通じて理解を深めることを目標とする。
税務調整の項目である、損金算入・損金不
算入・益金算入・益金不算入項目について
演習を通じて理解を深め課税所得金額の計
算を学習する。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 税務会計演習

消費税の課税対象から多段階課税の仕組み
について演習を通じて理解を深めることを
目標とする。
申告書の作成を通して課税標準及び税率と
税額控除の対象と計算方法を演習により学
ぶ。また基本的な簡易課税制度についても
学ぶ。

2
前

40 2 〇 ○ ○



〇 工業簿記Ⅱ

工業簿記の製品別計算、決算書類作成、本
社工場会計の内容を学習し、各種原価計算
の修得および決算手続について理解を深め
ることを目標とする。各種原価計算、本支
店会計、財務諸表作成について演習し、必
要な知識について理解を深める。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇
工業簿記演習

Ⅱ

製造業を営む工企業における製造活動の仕
組みを学習し、経営者が経営計画の意思決
定等を行うための基礎資料作成を中心に、
基礎的な工業簿記技能の習得を目標とす
る。各費目別の計算から原価計算、製造原
価報告書の作成を演習し必要な知識の理解
を深める。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇
小売業の類型

Ⅰ

流通における小売業の役割、形態別の小売
業の役割やチェーンストア等の仕組みにつ
いて理解することを目標とする。現在の小
売業における組織形態について学び、各形
態別の特徴や役割を学ぶ。また現在の商業
集積の構造変化についても学ぶ。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇
就職基礎能力

講座

一般教養項目の他に、就職試験で出題が予
想される標準的な一般常識（アルファベッ
ト略語、祝日、都道府県庁所在地、各国の
首都など）を確認し、社会人としての常識
を身に付けることを目標とする。
また、同じく就職試験で出題が予想される
適性能力試験に備え、事務処理能力の基本
である文書作成・集計・照合・転記・分
類・整理といった各作業を、速くかつ正確
に行うことを目標として適性演習を行う。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇
国内観光知識

Ⅱ

「国内観光知識Ⅰ」を踏まえ、添乗業務や
カウンター業務において必要とされる知識
である各都道府県の観光ポイントについて
さらに詳しく学ぶ事を目標とする。観光ポ
イントについての知識のみならず、神社・
仏閣や民謡・民芸品までの知識についても
演習していく。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇
海外旅行事情

Ⅰ

訪日外国人に対して国際感覚を持った上で
対応できる人材を育成することを目標とす
る。主な世界の国の観光事情・交通・文化
を学ぶことにより国際的な視野を待つこと
で就職先で接客に必要となる知識を習得す
る。

2
前

40 2 〇 ○ ○

〇 ビジネス文書

ビジネス分野で必要とされる文書について
社会人として必要となる知識を習得するこ
とを目標とする。さまざまな文書の作成を
通してその種類と意味及び電話対応、各種
統計データの読み方、基本的なビジネス用
語等を学ぶ。

2
後

40 2 〇 ○ ○

〇
ホスピタリ

ティサービス
論

ビジネスの場でのサービス接遇というもの
の具体的な考え方、行動の仕方、口の利き
方などを学ぶことで、相手に満足を提供す
る接客を目標とする。サービス接遇検定の
試験対策を通して接客・来客応対に必要と
なる知識を学ぶ。

2
後

80 4 〇 ○ ○

〇
ホテル実務宿

泊

ホテルを取り巻く関連業界の動向を理解す
るとともに、宿泊サービスに関する業務内
容を理解し、ホテルスタッフとして言葉遣
い、接客マナー、英会話などの接客技能を
学ぶ。

2
前

40 2 〇 ○ ○



〇
ＩＴ業界研究

Ⅰ

ソフトウェア業界の現状とIT技術者の仕事
内容について理解し、コンプライアンスや
内部統制など社会で働く意識や心構えにつ
いて学ぶことを目標とする。企業と連携し
た授業を行い、ITを活用した街づくりの事
例やスマホアプリを利用したIoT技術、電子
決済事業について学ぶ。

2
後

20 1 〇 ○ ○

〇
ビジネスマ
ナー実務Ⅱ

ビジネスマナーの基本的な知識とスキルを
習得し、入社に向けての不安解消と入社後
のイメージを明確にする。また、社会人と
学生の違い、組織人としての自覚を醸成す
る。

2
後

40 2 〇 ○ ○ ○ ○

〇 情報分析演習

表計算ソフトの操作を効率的に進め、各機
能を習得する。また、業務データを分析
し、表やグラフを駆使した的確な報告書の
作成およびプレゼンを実践する。

2
後

40 2 〇 ○ ○ ○ ○

〇 卒業研究Ⅰ

本学園での学習の集大成として、グループ
ワークによる仮想店舗の立ち上げに必要な
企画書の作成を行うことを目標とする。ま
た、小売業界が実際に行っているマーケ
ティング活動も調査し、マネジメント・ノ
ウハウを習得する。

2
後

80 4 〇 ○ ○

〇 卒業研究Ⅱ

本学園での学習の集大成として、卒業研究
Ⅰで作成された企画書を基にグループワー
クにより調査を行い、その内容を発表する
ことを目標とする。また、企業内において
はプレゼンテーションの機会が多いため、
これまで学んだPowerPointの使用方法、効
果的なプレゼンテーション技術を活かせる
発表方法を練習する。

2
後

80 4 〇 ○ ○

　　　76科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 20週

（留意事項）

3840単位時間(192単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

卒業要件：
　成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720単位時間以上になるこ
と。

履修方法：
　学科として履修科目が決定している。


